
事業者名　島田ガス株式会社

円 円

 1,126,624,941  661,319,322

1,111,776,814 523,960,000

供 給 設 備 1,090,660,871 112,640,000

業 務 設 備 9,197,106 2,179,902

附 帯 事 業 設 備 6,348,837 22,344,420

建 設 仮 勘 定 5,570,000 195,000

215,720 406,718,071

14,632,407  99,096,000

投 資 有 価 証 券 661,136 9,027,286

出 資 金 3,100,000 37,307,326

長 期 前 払 費 用 10,696,271 54,372,885

そ の 他 投 資 244,082 2,852,321

投 資 貸 倒 引 当 金 △ 69,082 5,865,698

286,266,707 187,587,986

現 金 及 び 預 金 65,546,038 1,456,472

受 取 手 形 480,400 770,000

売 掛 金 135,957,797 8,382,097

未 収 入 金 574,733 1,068,037,393

貯 蔵 品 11,469,678

前 払 費 用 2,572,538 344,854,255

関 係 会 社 短 期 債 権 6,488,706 60,000,000

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 23,069,484 284,854,255

そ の 他 流 動 資 産 1,138,418 15,000,000

附 帯 事 業 売 掛 金 24,596,160 269,854,255

附 帯 事 業 流 動 資 産 14,657,755 別 途 積 立 金 380,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 285,000 特 別 償 却 準 備 金 5,834,432

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 115,980,177

344,854,255

1,412,891,648 1,412,891,648

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

負 債 合 計

純 資 産 の 部

株 主 資 本

預 り 金

賞 与 引 当 金

附 帯 事 業 流 動 負 債

未 払 消 費 税

流 動 資 産 関 係 会 社 短 期 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産 1年以内に期限到来の固定負債

買 掛 金

そ の 他 固 定 負 債

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債

関 係 会 社 長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

2022年12月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部



事業者名　　島田ガス株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

ｲ） 有価証券

ﾛ） たな卸資産

（2） 固定資産の減価償却の方法
ｲ） 有形固定資産

定率法によっております。

ﾛ） 無形固定資産
定額法によっております。

（3） 引当金の計上基準
ｲ） 貸倒引当金

ﾛ） 退職給付引当金

ﾊ） 賞与引当金

（4） 収益及び費用の計上基準

（5） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 

2．貸借対照表に関する注記
（1） 担保に供している資産

有形固定資産 52,247,695 円
担保に係る債務 623,056,000 円

（2） 有形固定資産の減価償却累計額 2,096,388,608 円

（3） 関係会社に対する金銭債権及び債務
　　短期金銭債権 29,558,190 円
　　短期金銭債務 187,587,986 円
　　長期金銭債務 132,800,000 円

個　　別　　注　　記　　表

2022年 1月 1日から
2022年12月31日まで

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま
す。

たな卸資産の評価方法は移動平均法によっております。

ただし、1998年４月1日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
供給設備　　13～22年

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

退職金規定に従い自己都合退職したものとして計算した金額を計上しております。

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

収益の認識基準は検針基準及び販売基準（引渡基準）、費用の認識基準は発生基準によって
います。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



3．税効果会計に関する注記
（1） 繰延税金資産

退職給付引当金 6,077,682 円
有価証券評価損 228,171
賞与引当金 209,440
繰越欠損金 37,946,820
未払事業税 405,443
その他 632,630
繰延税金資産小計 45,500,186
評価性引当額 △ 45,500,186
繰延税金資産合計 0

（2） 繰延税金負債
特別償却準備金 △ 2,179,902
繰延税金負債合計 △ 2,179,902

4．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 5,747 円 57銭 

（2） １株当たり当期純利益 △ 77 円 　5銭

5．その他の注記
　　一株当たり純資産額及び一株当たり当期純利益は、表示単位未満を四捨五入しております。

6．当期純損益金額
　　　　　　当期純利益 △ 4,623,146 円


